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ま え が き 

 

 

 厚生労働省雇用均等・児童家庭局では、昭和 28 年以来働く女性に関する動き

を取りまとめ、「働く女性の実情」として毎年紹介してまいりました。 

 今年は、「Ⅰ 平成 25 年の働く女性の状況」において、働く女性の実態とそ

の特徴を明らかにするとともに、「Ⅱ 働く女性に関する対策の概況」において、

厚生労働省が行っている対策について取りまとめました。そのほか、女性労働に

関する付属統計表を収録しております。 

 本書が、働く女性に関する問題に関心を持たれる方々の参考になれば幸いに存

じます。 

 

 

 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

安 藤 よ し 子 

 



 

〈本冊子で使用した資料等〉 

 

１  主な資料  

総  務  省－労働力調査、家計調査、社会生活基本調査、就業構造

基本調査  

厚生労働省－賃金構造基本統計調査、職業安定業務統計、雇用動向

調査、高校・中学新卒者の求人・求職・内定状況、新

規学校卒業者（高校・中学）の職業紹介状況、大学等

卒業予定者の就職内定状況調査、大学等卒業者の就職

状況調査、毎月勤労統計調査、家内労働概況調査、国

民生活基礎調査、生命表、雇用均等基本調査（女性雇

用管理基本調査）、労働者派遣事業報告、派遣労働者

実態調査、労働組合基礎調査、人口動態統計  

文部科学省－大学等卒業予定者就職内定状況等調査、学校基本調査  

内  閣  府－男女共同参画に関する世論調査  

ＩＬＯ－ ILOSTAT Database, LABORSTA Labour Statistics Database 

アメリカ労働統計局－ Current Population Survey 

韓国統計庁－ Economically Active Population Survey 

欧州委員会－ eurostat 

 

２  労働力調査について  

(1) 年平均の数値を用いた。  

(2) 総数に分類不能及び不詳の数を含むため、総数と内訳の合計と  

    は必ずしも一致しない。  

(3) 「０」印は集計した数値が表章単位に満たないものである。  

(4) 「－」印は該当数字のない箇所である。  

(5) 一部の数値については独自の計算をしており、総務省が公表して

いる数値と異なることがある。  

(6) 平成 23 年統計については、総務省おいて、東日本大震災の影響に

より３月から８月までを補完推計した参考値によって求めた値であ

り、 23 年の対前年増減は、この参考値と前年（ 22 年）を比較して求

めている。また、平成 23 年の数値（斜体の数値）は、同補完推計値

について、平成 22 年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計

した値であり、 24 年の対前年増減は、この値を用いて計算している

（比率を除く。）。  

 



 

３  賃金構造基本統計調査について  

 10 人以上の常用労働者を雇用する民営事業所の結果を集計している。  

 

４  毎月勤労統計調査について  

 (1) 事業所規模５人以上（一部 30 人以上）の調査結果による。  

 (2) 男女別の数値については約３年ごとに行われる調査サンプル替に

よる影響は修正されていない。  

 

５  雇用動向調査について  

 (1) 事業所規模５人以上の調査結果による。  

 (2) 企業規模計には官公営を含んでいる。  

 (3) 平成２年以前は建設業を除く。  

 

６  文中の（付表○○）は付属統計表参照  
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図表１-２-１ 労働力人口及び労働力人口総数に占める女性割合の推移  ······  2 

資料出所：総務省「労働力調査」 

図表１-２-２ 女性の年齢階級別労働力率  ································  3 

 資料出所：総務省「労働力調査」（平成 15、24、25 年） 
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 資料出所：総務省「労働力調査」（平成 15、25年） 

図表１-２-４ 女性の労働力率変化の要因分解  ····························  5 

 資料出所：総務省「労働力調査」より厚生労働省雇用均等・児童家庭局試算 

図表１-２-５ 男女別就業者数の推移  ····································  7 

資料出所：総務省「労働力調査」 

図表１-２-６ 男女別完全失業者数の推移  ································  8 

資料出所：総務省「労働力調査」 

図表１-２-７ 男女別完全失業率の推移  ··································  9 

資料出所：総務省「労働力調査」 

図表１-２-８ 年齢階級別完全失業率  ····································  9 

資料出所：総務省「労働力調査」（平成 25 年） 

図表１-２-９ 雇用者数及び雇用者総数に占める女性割合の推移  ············ 10 

 資料出所：総務省「労働力調査」 

図表１-２-10 産業別雇用者数の対前年増減（平成 25 年） ·················· 12 

 資料出所：総務省「労働力調査」（平成 24、25年） 

図表１-２-11 主な産業の女性雇用者数の推移  ···························· 12 

 資料出所：総務省「労働力調査」 

図表１-２-12 非正規の職員・従業員の割合の推移  ························ 15 

 資料出所：総務省「労働力調査（詳細集計）」 

図表１-２-13 一般労働者の平均勤続年数の推移  ·························· 16 

 資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 25年） 
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資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 25 年） 

図表１-４-３ 一般労働者の正社員・正職員の所定内給与額及び 

       男女間賃金格差の推移  ···································· 26 



 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

図表１-４-４ 男女間の賃金格差の要因（単純分析） ······················· 27 

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 25 年）より厚生労働省 

 雇用均等・児童家庭局算出 

図表１-５-１ 短時間雇用者数及び雇用者総数に占める 

短時間雇用者の割合の推移  ································ 30 

資料出所：総務省「労働力調査」 

図表１-５-２ 短時間雇用者数及び短時間雇用者総数に占める 

女性割合の推移  ·········································· 31 

資料出所：総務省「労働力調査」 

図表１-５-３ 短時間労働者の１時間当たり所定内給与額と 
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資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 
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